予算要求資料
平成３１年度当初予算　　　支出科目　款：衛生費　項：保健予防費　目：成人病予防費　　　
	事業名　がん患者の就労支援総合支援事業費補助金


（この事業に対するご質問・ご意見はこちらにお寄せください）　

　　健康福祉部保健医療課健康推進室がん対策係　電話番号：058-272-1111（内2559）
E-mail：c11223@pref.gifu.lg.jp 
１　事業費　　3,000千円（前年度予算額：3,000千円）
＜財源内訳＞　
	区　分
	事業費
	財　　　　源　　　　内　　　　訳

	
	
	国　庫

支出金
	分担金

負担金
	使用料

手数料
	財 産収 入
	寄附金
	その他
	県　債
	一　般

財　源

	前年度
	3,000
	1,500
	0
	0
	0
	0
	0
	0
	1,500

	要求額
	3,000
	1,500
	0
	0
	0
	0
	0
	0
	1,500

	決定額
	3,000
	1,500
	0
	0
	0
	0
	0
	0
	1,500


２　要求内容
（１）要求の趣旨（現状と課題）
        がん患者への就労支援はがん診療連携拠点病院の機能強化の一つとして位置づけ実施してきたが、がん診療連携拠点病院機能強化事業に係る県からの補助額は限られており、各拠点病院において、優先順位が高い他の事業に流動的に充当されていた。このため、財源不足から就労相談会が設置できない拠点病院があり、就労支援がすすまない状況にある。

しかしながら、がん罹患者のおよそ３人に１人は、就労世代（20～64歳）であり、がん医療の進歩により、がん患者・経験者が長期生存し、働きながら治療が受けられる可能性が高まっている。こうした現状から、がんになっても自分らしく活き活きと働き、安心して暮らせる社会の構築が重要となっており、がん患者の離職防止や再就職のための就労支援の充実が強く求められている。
このため、就労支援総合支援事業を独立させ、就労に関する知識を有す

る専門家の配置を徹底するとともに、ハローワークや産業保健総合支援セ
ンター等でがん患者の就労に携わる相談員と情報交換を行う場を設ける
等、がん患者や家族の就労に関する相談に対応し、適切な情報提供を行う
相談支援体制を強化する。
　（２）事業内容

県内６か所の地域がん診療連携拠点病院が行う、がん患者等への就労支

援にかかる事業に対し補助を行う。

地域がん診療連携拠点病院：岐阜県総合医療センター、岐阜市民病院、大垣市民病院、木沢記念病院、県立多治見病院、高山赤十字病院
（３）県負担・補助率の考え方

　　　　がん対策基本法第20条に、国及び地方公共団体は、がん患者の雇用の継続等に関する必要な施策を講ずるよう定められており県負担が妥当。
国庫補助1/2
（４）類似事業の有無　無し
３　事業費の積算内訳
	事業内容
	金額（千円）
	事業内容の詳細

	補助金
	3,000
	地域がん診療連携拠点病院６か所に対する補助金

	合計
	3,000
	


	　決定額の考え方　




４　参考事項
（１）各種計画での位置づけ
　　　　第３期がん対策推進基本計画

　　　　第３次岐阜県がん対策推進計画
（２）国・他県の状況

　　　　国はがん診療連携拠点病院機能強化事業費補助金にて、地域がん診療連携拠点病院が実施する以下の事業の都道府県補助額の１／２を補助。

ア　がん医療従事者研修、イ がん診療情報ネットワーク事業、ウ がん相談支援事業、
エ 普及啓発・情報提供事業、 オ 病理医養成事業、カ 在宅緩和ケア地域連携事業

キ 緩和ケア推進事業　ク がん患者の就労支援総合支援事業

（３）後年度の財政負担
　　　　拠点病院における就労支援は喫緊の課題であり助成の継続が必要
（４）事業主体及びその妥当性　　
国や県の計画に基づく事業であり妥当
（５）拠点病院機能強化事業（がん検診推進事業）における就労支援総合支援事

業の実績

　　　　県は１病院あたり8,000千円を助成している。各拠点病院の実績額及び

平成30年度支出予定額は以下のとおり。就労支援を含む事業を実施する

にあたり拠点病院の財政負担は増大している。

平成２８年度総事業費　６病院54,881,311円（１病院あたり9,147千円）

　うちがん患者の就労支援に取り組む３病院の費用の平均　63,435円
平成２９年度総事業費　６病院58,952,872（１病院あたり9,825千円）
うちがん患者の就労支援に取り組む３病院の費用の平均　113,973円　
平成３０年度支出予定額　６病院60,410,974（１病院あたり10,068千円）
うちがん患者の就労支援に取り組む６病院の費用の平均　240,448円
＊都道府県拠点病院である岐阜大学医学部附属病院は国からの直接補助により実施
事業評価調書（県単独補助金除く）
	■  新規要求事業　

	□  継続要求事業


	１　事業の目標と成果


（事業目標）

	・何をいつまでにどのような状態にしたいのか。

全てのがん診療連携拠点病院が、がん患者の就労支援総合支援事業に取り組み、がん患者の離職防止や再就職のための就労支援の強化を図る。


（目標の達成度を示す指標と実績）

	指標名
	事業
開始前
	指標の推移
	現在値
	目標
	達成率

	地域がん診療連携拠点病院のうちがん患者の就労支援総合支援事業に取り組む病院数
	３
（H29）
	０
（H26）
	３
（H27）
	６
（H30）
	６
(H31)
	％
　100.0


＊拠点病院制度が継続される以上、地域拠点病院を医療圏域に１～２病院計6病院を維持する

（前年度の取組）

	・事業の活動内容（会議の開催、研修の参加人数）

がん診療連携拠点病院機能強化事業（がん患者の就労支援総合支援事業）
　　社会保険労務士による就労相談支援事業　相談件数
　　　岐阜県総合医療センター２０件　岐阜市民病院　　　　１６件
　　　木沢記念病院　　　　　　１件　岐阜県立多治見病院　　２件
　　　高山赤十字病院　　　　　２件　


（前年度の成果）

	・前年度の取組により得られた事業の成果、今後見込まれる成果

・拠点病院に社会保険労務士による就労相談支援事業を設置することにより、がん患者の離職防止や再就職に関する相談について、がんと診断された段階から対応が可能となっている。
・がん患者の就労支援について、県民や事業主を対象とした研修会を開催す

る拠点病院がある等、事業内容の拡充が図られている。


	２　事業の評価と課題


（事業の評価）

	・事業の必要性（社会経済情勢等に沿った事業か、県の関与は妥当か）

○：必要性が高い、△：必要性が低い

	(評価)

○

	　就労世代のがん罹患者が増加する中、がん患者の離職防止や再就職のための就労支援や、がんの治療と仕事の両立支援についての相談支援の体制を全ての拠点病院に整備するニーズが高まっている。

	・事業の有効性（指標等の状況から見て事業の成果はあがっているか）

　○：概ね期待どおり又はそれ以上の効果が得られている、△：まだ期待どおりの成果が得られていない

	（評価）

○
	　県内のどこに住んでいても必要な相談支援を受けることが可能となる。

	・事業の効率性（事業の実施方法の効率化は図られているか）

　○：効率化は図られている、△：向上の余地がある

	(評価)

○

	　拠点病院のがん患者の就労支援総合支援事業の事業費を確保することにより、専門家による相談支援、がん患者や家族、事業主等県民への普及啓発などの実施が可能となり、各拠点病院の就労支援が充実する。


（今後の課題）

	・事業が直面する課題や改善が必要な事項
拠点病院が中心となり、がん患者の就労支援について関係機関との連携のもと各圏域の就労支援の底上げをしていくことが必要である。



（次年度の方向性）
	・継続すべき事業か。県民ニーズ、事業の評価、今後の課題を踏まえて、今後どのように取り組むのか

　今後、就労世代のがん患者は増加しニーズも多様となるため、一層の機能強化が期待されているため、継続実施する。



